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１ はじめに（基本方針策定の背景）

太田市教育大綱では、学習指導要領の趣旨である児童生徒同士の協働や、互い

の良さや個性、多様な考えを理解し認め合う教育課程の実施に努め、バランスの

取れた「生きる力」の育成に取り組むとしています。

全国的な人口減少社会の中、令和４年の出生数が８０万人を下回る等少子化

が進んでいます。太田市（以下「本市」という。）においても、ゆるやかではあ

りますが、児童生徒数の減少が続くと予想され、学校の小規模化が見込まれてい

ます。

学校の小規模化は、教育活動や学校運営等に影響を及ぼすことが懸念されて

います。小規模な学校では一人ひとりに目が届き、個に応じたきめ細やかな指導

ができる良さがありますが、その代わりに多様な価値観に触れる機会が少なく

なりがちになる、コミュニケーション能力を伸ばす機会が限られる等、課題も抱

えています。子どもたちに、より良い教育環境を整えていくという目的を実現し

ていくためにも、学校規模と学校配置の適正化という観点でこれらの課題を改

善に向けて検討していく必要があります。本市としては、児童生徒数の減少は喫

緊の課題ではありませんが、早い段階から本市の基準を定めることにしました。

この課題に対し、令和４年７月に「太田市学校適正規模及び適正配置審議会」

を設置し、本市立小・中・義務教育学校の適正規模と適正配置のガイドラインに

ついて本市教育委員会から諮問しました。計７回審議会が開催され、令和５年５

月に答申を受けました。

本市教育委員会では答申を踏まえ、「教育環境を整備し、質の高い教育を維

持継続」できるよう、「太田市立小・中・義務教育学校における適正規模及び

適正配置に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）を定めました。

なお、本基本方針は、学校の再編について具体的な計画を示すものではな

く、長期的視野をもって、事前に学校規模と学校配置の適正化に関する基準を

設けることを目的としています。
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２ 本市の現状と将来予測

（１）人口の推移と今後の予測

本市の人口は、２０２０（令和２）年にピークを迎え、２０３０（令和１２）

年にはピーク時から約８，６００人（約３．８％）減少する予測です。

本市の年少人口（０～１４歳）は、２０１０（平成２２）年頃から減少し、２

０３０（令和１２）年には２０１０年から約７，０００人（約２０％）減少する

予測です。

※２０１０～２０２０年 住民基本台帳人口（基準日：３月３１日）より

※２０２５～２０３０年 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０（２０

１８）年推計）」より

下記は、本市の人口ピラミッドより、年少人口を抜粋したものです。年少人口

は、若齢になるほど減少する傾向です。小学校入学前の未就学児は、各年齢とも

２，０００人を下回ります。

※「太田市の人口ピラミッド（令和５年３月３１日現在）」より一部抜粋

【男性】(人） （人）【女性】

33,785 32,627 30,499
28,096 26,744
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0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

240,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0～14歳 総数



3

（２）児童生徒数の推移と推計
本市の児童数注１は２０１１（平成２３）年に１３，３００人、生徒数注２は２

０１５（平成２７）年に６，７１１人とそれぞれピークを迎え、それ以降、減少

傾向です。また、本市の出生数も年々減少しており、年間２，０００人に満たな

い状況が続いています。今後も児童生徒の減少が見込まれ、２０２９（令和１１）

年には児童数９，９７５人、生徒数５，５３０人という推計が出ています。本市

の児童生徒数の推移は以下のグラフのとおりです。

※２００５（平成１７）年～２０２３年（令和５年）

「学校基本調査」(令和５年５月１日現在）のデータ参照（実線）

※２０２４（令和６）年～２０２９年（令和１１年）

住民基本台帳の「出生数」を基にした予測（破線）

注１ 児童数について

本市立小学校と義務教育学校前期課程（１年～６年）に通う人数

注２ 生徒数について

本市立中学校と義務教育学校後期課程（７年～９年）に通う人数
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（３）１学級あたりの児童生徒数について（学級編制の基準）
１学級あたりの児童生徒数については、各都道府県教育委員会が「基準」を設

けています。群馬県では国の「学級編制の標準」を下回る「学級編制基準」を設

けています。

本市では、群馬県の基準に基づき、本市立小学校と義務教育学校の１・２年は

「３０人」、小学校３年～中学校３年と義務教育学校３～９年は「３５人」を上

限とした学級編制を行っています。

※令和５年現在

学年ごとの児童生徒数により学級が編制されるため、児童生徒数の増減によ

り、学級数も増減します。また、学級数で教職員の人数も算定されるため、学級

数の増減により教職員数も増減します。

（４）学校の配置状況
本市立小学校について、通学距離は、おおむね４キロメートル以内の範囲にあ

ります。本市立中学校と義務教育学校について、通学距離は、おおむね６キロメ

ートル以内の範囲にあります。下記の表は、地区別学校数（所在地）を示したも

のです。

注３ 本市では、太田東小学校・韮川西小学校・北中学校（当時）を統合し、北

中学校（当時）の敷地に２０２１（令和３）年、義務教育学校「北の杜学園」

を開校しました。

なお、本市では、原則「小学校において、通学距離がおおむね２．５キロメー

トル以上ある場合は、スクールバスを利用できる」とされており、現在、小学校

と義務教育学校１３校でスクールバスを運行しています。

地区 太田 九合 沢野 韮川 鳥之郷 強戸 休泊 宝泉 毛里田 尾島 木崎 生品 綿打
藪塚

東部

藪塚

西部

小学校 1 3 3 2 2 1 1 3 1 2 1 1 1 1 1

中学校 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

義務教育学校 1

小学校

義務教育学校前期課程

中学校

義務教育学校後期課程

学年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年
１年

７年

２年

８年

３年

９年

国（標準） 35 35 35 35 40 40 40 40 40

群馬県 30 30 35 35 35 35 35 35 35

注３
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３ 国が示す学校の適正規模と適正配置

学校の集団規模の確保は、質の高い教育の維持継続や、教職員の指導体制の充

実、円滑な学校運営にあたり重要です。

学校教育法施行規則では、規模の標準は小学校、中学校とも１２学級以上１８

学級以下、義務教育学校は１８学級以上２７学級以下です。ただし、「地域の実

態その他により特別の事情があるときは、この限りではない」と弾力的なものに

なっています。平成２７年に国が示した「公立小学校・中学校の適正規模・適正

配置等に関する手引」においても、「それぞれの地域の実情に応じた最適な学校

教育の在り方や学校規模を主体的に検討すること」が求められるとしています。

また、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律では、通学距離に

ついて、小学校がおおむね４キロメートル以内、中学校でおおむね６キロメート

ル以内という基準があります。通学時間による考え方としては、小・中学校とも

におおむね１時間以内を目安としています。

（１）国が示す適正規模と適正配置

適正規模 下限 上限

小・中学校 １２学級 １８学級

義務教育学校 １８学級 ２７学級

適正配置 通学距離 通学時間

小学校 おおむね４キロメートル以内

おおむね１時間以内
中学校

義務教育学校
おおむね６キロメートル以内



6

４ 本市における望ましい学校規模と学校配置

本市では、児童生徒数の減少傾向下においても、質の高い教育を維持継続でき

るよう、本市の児童生徒数の動向や国が示す規模の標準を踏まえ、望ましい学校

規模や通学時間を以下のとおりとします。

（１）小学校

※特別支援学級は、学級編制の基準が異なるため、学校規模における学級数・

児童数には含みません。以下同じ。

①学級数について

各学年でクラス替えが可能な１２学級以上を適正規模とします。ただし、複

式学級注５を編制せず、各学年で学級を編制できる６学級までを許容範囲とし

ます。なお、１学級２０人以下の学級編制を考慮し、児童数の下限を１２０人

とします。

今ある施設を有意義に使え、学校の運営や集団の把握がしやすい２４学級ま

でを適正規模とします。ただし、児童数の推移予測や現状の学校運営状況を踏

まえ、３０学級までを許容範囲とします。

上記学級数とした観点
許容範囲の下限（６学級）

・複式学級は、異なる学年が同じ教室で授業を受けることから、学年ごとの指導

時間が短くなる、また、話し合いの学習が成り立ちにくい傾向があるため

適正規模の下限（１２学級）

・児童同士が新しい人間関係を築き、交友関係を広げやすいため

・お互いを尊重し、切磋琢磨する場を持ちやすいため

適正規模の上限（２４学級）

・学年全体や、学級を超えた活動に適した規模であるため

・教職員を確保でき、様々な課題に組織的に対応しやすいため

許容範囲の上限（３０学級）

・少子化傾向であり、将来的には適正規模の範囲内に向かうと予測されるため

・規模が大きくなりすぎると学校行事の運営や、状況の把握が難しくなるため

望ましい学校規模

・１２～２４学級（適正規模）

（６～１１学級、２５～３０学級も許容範囲注４とする）

・全児童数１２０人を超える程度

望ましい通学時間 ・おおむね５０分以内（スクールバス通学を含む）
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②通学時間について
低学年の児童の徒歩通学を考慮し、５０分以内を望ましい通学時間とします。

なお、スクールバスを使用した場合も、同様に５０分以内を望ましい通学時間と

します。

上記通学時間とした観点
・低学年の児童が歩くペースを基準とするため

・スクールバスを含めての５０分であり、児童への過大な負担とならないと想

定されるため

注４ 許容範囲について

以下の事由等により、学校の現状を考慮し、早急な対応までは必要なく、今後

の児童生徒数や学級数の推移を注視する規模として、許容できる範囲を定めま

した。

・学校の努力や創意工夫により、教育水準を維持しながら学校が運営できる規模

であるため

・予測が難しい転入転出等による学級数の増減に対応するため

・学年による学級の定員の差を考慮するため

注５ 複式学級について

複式学級は、２つの学年の児童又は生徒で編制する学級です。以下の基準で編

制されます。

複式学級では、異なる学年が同じ教室で授業を受けるため、一方の学年が教職

員から直接指導を受けている間、もう一方の学年は児童生徒だけで課題学習す

ることになります。

小学校

義務教育学校前期課程

２つの学年の児童数の合計が「１６人」以下

（１年生を含む場合は「８人」以下）

中学校

義務教育学校後期課程
２つの学年の生徒数の合計が「８人」以下
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（２）中学校

①学級数について
多様な個性に出会うよう、効果的にクラス替えができる９学級以上を適正規

模とします。ただし、クラス替えが可能な６学級までを許容範囲とします。

今ある施設を有意義に使え、学校の運営や集団の把握がしやすい１８学級ま

でを適正規模とします。ただし、生徒数の推移予測や現状の学校運営状況を踏

まえ、２４学級までを許容範囲とします。

上記学級数とした観点

許容範囲の下限（６学級）

・中学校は、小学校より人間関係が複雑化する時期であり、交友関係が固定化さ

れないためにも、クラス替えが有効であるため

適正規模の下限（９学級）

・教科担任制注 6が工夫により運用でき、教科に応じた免許を持った教職員の指

導が受けられるため

適正規模の上限（１８学級）

・学年全体や、学級を超えた活動に適した規模であるため

・教職員を確保でき、様々な課題に組織的に対応しやすいため

許容範囲の上限（２４学級）

・少子化傾向であり、将来的には適正規模の範囲内に向かうと予測されるため

・学年による生徒数の差や、予測が難しい転入転出等に対応するため

②通学時間について
原則自転車通学であり、３０分以内を望ましい通学時間とします。

上記通学時間とした観点
・天候の状況や部活動で帰宅が遅くなること等を考慮し、この時間を越えては安

全性確保が困難と想定されるため

望ましい学校規模
・９～１８学級（適正規模)

（６～８学級、１９～２４学級も許容範囲とする）

望ましい通学時間 ・おおむね３０分以内（原則自転車通学）
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特支担任

注６ 教科担任制について

中学校において一般的に採られる、教職員が専門科目ごとに授業を担当する

方法。小学校は、すべての教科を担任が教える学級担任制を基本としていますが、

文部科学省は令和４年度から、全国の公立小学校高学年で本格的に教科担任制

の導入を進めています。

中学校は９教科、１０人の担当教職員が必要（主要５教科について２人ずつ確

保する場合は、１５人の担当教職員が必要）です。

国語 社会 数学 理科 外国語 保健体育 技術 ・家庭 音楽 美術 (参考)標準授業時数

外国語

国語 数学 理科

社会

保健体育

音楽 美術

技術 家庭

教職員の人数は、群馬県の基準により、学級数に応じて算定されます。そのた

め、学級数が少なくなると、教職員の人数も少なくなります。教職員が少ない場

合は、他校教職員兼務等の工夫注７により指導を行いますが、各教科免許を持つ

教職員が配置できず、免許外での教科指導注８が生じる場合もあります。

注７ 教職員が少ない場合の工夫

・他校の教職員が兼務で指導する

・教職員が追加配置されることがある ＋

・特別支援学級が学級数に含まれ、教科の指導も行う

注８ 免許外教科担任制度

ある科目の免許状を保有する教職員を配置できない場合に、１年以内の期間

に限り、都道府県教育委員会の許可により、当該教科の免許状を有していない教

職員に当該教科の授業を担当させる制度です。

多

少
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（３）義務教育学校

①学級数について
各学年でクラス替えが可能な１８学級以上を適正規模とします。

効果的にクラス替えができる２７学級までを適正規模とします。ただし、児

童生徒数の推移予測や現状の学校運営状況を踏まえ、３０学級までを許容範囲

とします。

上記学級数とした観点
適正規模の下限（１８学級）

・前期課程から後期課程になっても大きく環境が変わらず、単学級の学年は卒業

まで（最大９年間）クラス替えができないことが想定されるため、１８学級を

下限とし、下限の許容範囲は設けない

・後期課程では、前期課程と連携することにより教科担任制が運用できるため

適正規模の上限（２７学級）

・後期課程だけで９学級となることから、教科担任制が運用しやすくなるため

・教職員を確保でき、様々な課題に組織的に対応しやすいため

許容範囲の上限（３０学級）

・少子化傾向であり、将来的には適正規模の範囲内に向かうと予測されるため

・学年による児童生徒数の差や、予測が難しい転入転出等に対応するため

②通学時間について
前期課程は、小学校と同じおおむね５０分以内（スクールバス通学を含む）

を望ましい通学時間とします。後期課程は、中学校と同じおおむね３０分以内

（原則自転車通学）を望ましい通学時間とします。

上記通学時間とした観点
・前述小学校、中学校に同じ

望ましい学校規模
・１８～２７学級（適正規模）

（２８～３０学級も許容範囲とする）

望ましい通学時間
・前期課程：おおむね５０分以内（スクールバス通学を含む）

・後期課程：おおむね３０分以内（原則自転車通学）
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（４）学校別学級数・児童数の推移
下の表は、小学校と義務教育学校（前期課程）ごとに学級数と児童数を示した

ものです。令和５年度はすべての学校規模が許容範囲内に収まっており、令和１

１年度においても、許容範囲内と想定されます。

※群馬県の基準「ニューノーマル GUNMA CLASS PJ（プロジェクト）」による学級編制基準を継

続した場合の想定

学校名

児童数

強戸 沢野中央 生品 藪南 旭

348 370 446 533 560

中央 宝泉東 綿打 九合 北の杜 尾島

311 356 433 483 515 554

世良田 宝泉南 城西 駒形 太田 鳥之郷 南 韮川 毛里田 宝泉 木崎 休泊 沢野 藪塚本町

174 241 271 337 406 415 425 431 504 549 555 670 704 838

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

基本方針

学校名 鳥之郷

児童数 353

藪南

346

太田

340

宝泉東

325

綿打

319

中央

319

宝泉南

318

韮川

305

沢野中央

273

強戸 北の杜 旭 尾島 沢野

270 437 523 526 689

城西 世良田 駒形 生品 南 宝泉 毛里田 九合 木崎 休泊 藪塚本町

181 172 259 359 397 414 446 502 521 681 700

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

基本方針

令和5年度

許容範囲 適正規模 許容範囲

令和11年度（想定）

許容範囲 適正規模 許容範囲
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（５）学校別学級数・生徒数の推移
下の表は、中学校と義務教育学校（後期課程）ごとに学級数と生徒数を示した

ものです。令和５年度はすべての学校規模が許容範囲内に収まっており、令和１

１年度においても、許容範囲内と想定されます。

※群馬県の基準「ニューノーマル GUNMA CLASS PJ（プロジェクト）」による学級編制基準を継

続した場合の想定

学校名 旭

生徒数 290

毛里田

287

北の杜 尾島

277 399

木崎 城西

274 376

強戸 綿打 生品 休泊 東 宝泉 西 城東 藪塚本町 南

182 206 257 348 367 416 434 485 685 733

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

基本方針

学校名 城西

生徒数 293

木崎

280

休泊 西

279 380

綿打 旭 尾島 東

192 247 331 361

強戸 生品 毛里田 北の杜 城東 宝泉 藪塚本町 南

173 211 227 247 331 355 632 685

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

基本方針

令和5年度

許容範囲 適正規模 許容範囲

令和11年度(想定）

許容範囲 適正規模 許容範囲



13

５ 適正化の方策

今後、望ましい学校規模から外れる場合は、通学時間と通学路の安全性確保等

について考慮しながら学校規模の適正化に向けた検討が必要です。

（１）学校規模の適正化を図る方法

①児童生徒数推移の注視を続ける

②通学区域の弾力化

③通学区域の見直し

④学校の統廃合

学校の規模と配置の検討は長期に及ぶものです。そのため、本市の出生数から

推計して、許容範囲を外れる見込みとなった場合は、教育委員会で方策等につい

て検討を開始し、許容範囲を外れる見込みとなる年度のおおよそ５年前から、該

当する地区で地区委員会を立ち上げる等、検討準備を開始します。

児童生徒数推移の推計で、ほぼ横ばいや今後の増加が見込まれる場合、又

は地理的条件から通学区域の弾力化や見直し、隣接校との統合等が難しい場

合は、少人数における教育の維持について検討する

通学区域の変更が許容される調整区域を指定して、バランスを取ることに

より、学校規模の適正化に繋がるか検討する

地区の特性に配慮しながら、隣接校と通学区域を大幅に見直すことにより

学区を変更し、学校規模の適正化に繋がるか検討する

上記通学区域の弾力化や見直しによっても継続的な学校規模の適正化に繋

がらない場合は、隣接校との統合を検討する

小学校同士の統合、中学校同士の統合、小学校と中学校が統合する義務教

育学校化等の統合、又は通学区域を大きく変更する学校の分割が学校規模の

適正化に繋がるか検討する
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（２）段階的な小中一貫教育化について
前述の④学校の統廃合の方法の一つとして、義務教育学校化する場合は、既

存校のままで小中一貫教育化を始める段階的な移行が考えられます。小中一貫

型小学校・中学校は、「組織」については義務教育学校との差異が見られます

が、「教育課程」や「教育課程の特例（独自の教科の設定や指導内容の入替

え・移行等）」については同じ取り扱いであり、義務教育学校と同様の小中一

貫教育化を推進することが可能です。

そのため、まずは小中一貫型小学校・中学校を開校し、児童生徒の交流や教

職員同士の人事交流が進展し、準備が整った時点で施設一体型の義務教育学校

へ移行します。

段階的に小中一貫教育化を進めることにより、児童生徒や教職員が徐々に環

境に適応していくことが可能となり、心理的負担を和らげることができる方法

と言えます。

（３）適正化に向けた基本的な考え方

学校規模の適正化に取り組むにあたり、基本的な考え方は以下のとおりです。

・児童生徒にとって、より良い「教育環境を整備し、質の高い教育を維持継続」

することを目的に学校規模と配置の適正化を進める

・通学距離や地域との繋がりに配慮し、可能な限り現在の中学校区の範囲内にお

ける通学区域の弾力化や見直し、学校の統廃合や小中一貫教育化により適正化

を検討する

・学校は地域コミュニティの核としての性格を有することから、教育の質の向

上・維持のみに焦点を当てるのではなく、地域の方々の考えや地理的・歴史的

背景、小・中学校の繋がり等も考慮する

・学校規模だけでなく、校舎等学校施設の建築後経過年数や大規模改修の時期等

も考慮する
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６ 適正化の実施にあたって配慮すべき事項

学校規模と学校配置の適正化に向けた対応は、児童生徒と保護者だけでなく、

その学校区がある地域に大きく関わる課題になります。地域ごとに歴史や伝統

があり、そこに住む方々は、学校を重要な存在として捉えてきました。学校は児

童生徒の教育のための施設であるだけでなく、地域の核としての性格を有して

おり、防災拠点や交流の場等、様々な機能を併せ持っています。そのため、地域

の事情等に十分配慮して対応を検討する必要があります。

また、適正化により、児童生徒の学習・生活環境が大きく変化します。児童生

徒に過大な心理的負担が生じないよう、以下の取り組みを実施する等の配慮が

必要です。

・通学区域の見直しや統合を実施する場合は、早い段階から対象校の児童生徒同

士の交流を行い、環境の変化に戸惑うことがないように配慮する

・適正化の実施にあたり、学習環境や学校生活の変化によって児童生徒に大きな

影響が出ないよう、きめ細かな支援に努める

・児童生徒の安全を確保するため、必要に応じて保護者や地域の方々と共同して

通学路の点検・調整を行う

・対象校に在籍している教職員を適正配置後の学校にも一定数配置し、児童生徒

に引き続き丁寧な対応ができるようにする

・対象校の教育方針等について、早い段階から調整を開始し、教職員に対して必

要な研修を実施する

これらの取り組みについて、本市教育委員会において対応方針を十分に検討

し、学校の現状と課題等について保護者や地域の方々と認識を共有し、相互理解

を図りながら、必要な対策を実施していきます。

７ 見直しについて

基本方針については、児童生徒数の動向や教育環境の変化、国の教育制度の変

更や社会情勢の変化を踏まえながら、必要に応じて検証し見直すものとします。


